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(57)【要約】
【課題】変位拡大の際のロスがなく、拡大変位が高精度
で得られるとともに、剛性の高く、しかも、製作、組立
の容易な変位拡大装置を提供する。
【解決手段】変位発生手段から変位が入力され、互いに
交差する第１、第２の二つの傾斜面を有し、変位発生手
段による変位の入力方向と交差する方向に設定された出
力軸方向に移動自在に設けられた押込プレートと、該押
込プレートの第１の傾斜面からの伝達荷重を受けるとと
もに該第１の傾斜面に対し相対的に平行移動可能な傾斜
面を有し、自身は出力軸方向に位置が固定されている固
定拡大プレートと、押込プレートの第２の傾斜面からの
伝達荷重を受けるとともに該第２の傾斜面に対し相対的
に平行移動可能な傾斜面を有し、出力軸方向に移動自在
に設けられた可動拡大プレートと、該可動拡大プレート
の出力軸方向の変位を変位発生手段から入力された変位
の拡大変位として出力する出力軸と、を有することを特
徴とする変位拡大装置。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　変位発生手段から入力される変位を拡大して出力する変位拡大装置であって、
　前記変位発生手段から変位が入力され、互いに交差する第１、第２の二つの傾斜面を有
し、前記変位発生手段による変位の入力方向と交差する方向に設定された出力軸方向に移
動自在に設けられた押込プレートと、
　該押込プレートの第１の傾斜面からの伝達荷重を受けるとともに該第１の傾斜面に対し
相対的に平行移動可能な傾斜面を有し、自身は出力軸方向に位置が固定されている固定拡
大プレートと、
　前記押込プレートの第２の傾斜面からの伝達荷重を受けるとともに該第２の傾斜面に対
し相対的に平行移動可能な傾斜面を有し、出力軸方向に移動自在に設けられた可動拡大プ
レートと、
　該可動拡大プレートの出力軸方向の変位を前記変位発生手段から入力された変位の拡大
変位として出力する出力部と、
を有することを特徴とする変位拡大装置。
【請求項２】
　前記出力部が、前記出力軸方向に変位可能に設けられた出力軸からなる、請求項１に記
載の変位拡大装置。
【請求項３】
　前記押込プレートの第１、第２の傾斜面が左右対称に形成されている、請求項１または
２に記載の変位拡大装置。
【請求項４】
　前記押込プレートの第１、第２の傾斜面が左右非対称に形成されている、請求項１また
は２に記載の変位拡大装置。
【請求項５】
　前記変位発生手段と前記押込プレートとの間、前記押込プレートと前記固定拡大プレー
トとの間、前記押込プレートと前記可動拡大プレートとの間の少なくともいずれかに、両
者間を相対移動可能に係合させる転動体が介装されている、請求項１～４のいずれかに記
載の変位拡大装置。
【請求項６】
　前記押込プレートの第１、第２の傾斜面の、前記変位発生手段による変位の入力方向と
直交する方向に対する傾斜角が、１０～６３度の範囲内に設定されている、請求項１～５
のいずれかに記載の変位拡大装置。
【請求項７】
　前記出力軸が、前記可動拡大プレート側に向けて付勢されている、請求項２～６のいず
れかに記載の変位拡大装置。
【請求項８】
　前記変位発生手段が、圧電素子の伸縮を変位として出力可能な圧電アクチュエータから
なる、請求項１～７のいずれかに記載の変位拡大装置。
【請求項９】
　前記変位発生手段が、磁歪素子の伸縮を変位として出力可能な磁歪アクチュエータから
なる、請求項１～７のいずれかに記載の変位拡大装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、変位拡大装置に関し、例えば、微小変位発生装置の変位を、高剛性に拡大し
て出力するのに好適な変位拡大装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来の変位拡大装置は、例えば特許文献１に開示されているように、変位発生手段とし
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ての伸縮可能なアクチュエータと、くさび状をした左右対称な傾斜面を有する可動変位拡
大プレートによって構成された変位拡大機構とを備え、アクチュエータによって発生され
た変位を、前記変位拡大機構を一段または複数段用いて拡大し、拡大された変位を出力す
るようになっている。
【特許文献１】特開２００２－２４７８６７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかしながら、上記特許文献１に開示されているような変位拡大装置では、目標とする
変位の拡大倍率を得ようとする場合、変位拡大のための拡大プレートの傾斜面の傾斜角が
浅く（小さく）なる傾向にある場合がある。そのため、拡大プレートは、変位拡大装置の
反出力方向に働く予圧ばねの力によりくさびとして作用してしまい、食い込みによる動作
不良を起こし易くなる。また、拡大プレートの傾斜面の傾斜角が浅いと、アクチュエータ
の変位量の一部が、変位入力側と出力側との間に挟み込まれた拡大プレートところの弾性
変形に消費されてしまい、拡大効率が悪くなるという問題も有していた。また、高拡大倍
率を得ようとして変位拡大機構を二段にした場合、変位の方向が二度変わってしまうこと
になるため、装置や機構の剛性および精度の面から変位のロスが発生し易くなる恐れがあ
った。
【０００４】
　さらに、拡大プレートの傾斜面が左右対称の構成となっているので、左右が全く同じ動
作をしなければ拡大ロスが発生しまう。ロスを抑えるためには、左右の部品を高精度に製
作し、組み立てる必要があり、技術的、コスト的に困難なものとなってしまっていた。
【０００５】
　そこで本発明の課題は、上記のような従来技術における問題点、とくに、拡大プレート
の傾斜面の傾斜角が浅くなることによる上記のような問題点に着目し、基本的に拡大プレ
ートの傾斜角が従来技術に比べ大きくなるようにし、拡大プレートが予圧ばねの力により
くさびとして作用してしまい食い込むことにより発生する動作不良や、入力側と出力側の
間に挟み込まれた拡大プレートところの弾性変形を大幅に低減し、変位拡大の際のロスが
なく、拡大変位が高精度で得られるとともに、剛性の高い変位拡大装置で、しかも、製作
、組立の容易な変位拡大装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決するために、本発明に係る変位拡大装置は、変位発生手段から入力され
る変位を拡大して出力する変位拡大装置であって、
　前記変位発生手段から変位が入力され、互いに交差する第１、第２の二つの傾斜面を有
し、前記変位発生手段による変位の入力方向と交差する方向に設定された出力軸方向に移
動自在に設けられた押込プレートと、
　該押込プレートの第１の傾斜面からの伝達荷重を受けるとともに該第１の傾斜面に対し
相対的に平行移動可能な傾斜面を有し、自身は出力軸方向に位置が固定されている固定拡
大プレートと、
　前記押込プレートの第２の傾斜面からの伝達荷重を受けるとともに該第２の傾斜面に対
し相対的に平行移動可能な傾斜面を有し、出力軸方向に移動自在に設けられた可動拡大プ
レートと、
　該可動拡大プレートの出力軸方向の変位を前記変位発生手段から入力された変位の拡大
変位として出力する出力部と、
を有することを特徴とするものからなる。上記出力部については、上記可動拡大プレート
の出力端自体を出力部として構成することも可能であり、可動拡大プレートとは別体の、
上記出力軸方向に変位可能に設けられた出力軸として構成することも可能である。
【０００７】
　すなわち、変位発生手段による変位出力を、傾斜面を二つ持つ押込プレートに伝え、押
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込プレートの第１、第２の傾斜面と固定拡大プレートと可動拡大プレートの傾斜面との間
の荷重伝達を介して、変位発生手段から押込プレートに伝えられてきた変位を所定の倍率
で拡大して可動拡大プレートの出力軸方向の変位として発生させ、その拡大された変位を
出力軸を介して出力させるようにしたものである。とくに、二つの拡大プレートのうち一
方を出力軸方向に位置が固定されている固定拡大プレートに構成し、他方を出力軸方向に
移動自在に設けられた可動拡大プレートに構成することにより、前述したような従来の変
位拡大装置に比べ、より大きな拡大変位を得ることができるようにしたものである。
【０００８】
　本発明に係る変位拡大装置における変位拡大原理を説明するに、例えば、図１に一実施
形態に係る変位拡大装置１を示すように、この変位拡大装置１における動作では、例えば
、ベース板２に固定された変位発生手段３（例えば、圧電アクチュエータ）の出力軸の変
位出力は、例えば円筒ころ４を介して第１の傾斜面５と第２の傾斜面６の二つの傾斜面を
持つ押込プレート７に伝えられる。押込プレート７に伝えられた変位はさらに、対向する
傾斜角θの二つの傾斜面８、９に例えば円筒ころ１０、１１を介して当接している二つの
拡大プレート（固定拡大プレート１２と可動拡大プレート１３）に伝えられる（望ましく
は、傾斜面５、８および傾斜面６、９は互いに平行）。この時、変位拡大装置１の出力部
としての出力軸１４側に位置する可動拡大プレート１３は、押込プレート７と拡大プレー
ト１３の傾斜面の傾斜角により、拡大された変位量で変位する。この時、変位する方向は
ガイドもしくは位置規制により、変位拡大装置１の出力軸方向となる。またこの時、反出
力軸側の固定拡大プレート１２は、従来装置であれば押込プレート７とこの拡大プレート
１２の傾斜角により拡大されて動作するのであるが、本発明では出力軸方向に位置が固定
された固定拡大プレート１２に構成されているので、押込プレート７から固定拡大プレー
ト１２への荷重伝達の反力により、変位拡大装置１の出力軸方向（矢印方向）に移動自在
に設けられている押込プレート７が位置が固定されている固定拡大プレート１２に対して
出力軸方向に変位拡大動作をすることになる。この拡大動作が、変位拡大装置１の出力軸
側の可動拡大プレート１３をさらに出力軸方向（矢印方向）に動作させることになり、結
果として拡大プレート二つ分の拡大変位が変位拡大装置１の出力軸１４に出力されること
になる。なお、出力軸１４の軸心方向は、変位発生手段３による変位の入力方向（変位発
生手段３の軸心方向）と交差する方向に設定されていればよいが、好ましくは、図示の如
く、変位発生手段３による変位の入力方向と直交する方向に設定される。
【０００９】
  本発明に係る変位拡大装置では、前述したような従来技術と異なり、一段の変位拡大機
構により、高倍率の拡大変位を得ることができる。したがって、従来の変位拡大装置のよ
うな、二段の変位拡大機構により力の方向が二度変わることによる剛性、精度の面からの
のロスを少なくすることができる。
【００１０】
　すなわち、本発明も従来の変位拡大装置も、拡大プレートの傾斜角θによって変位の拡
大倍率（１／tanθ）が決まり、傾斜角４５度の時、変位の拡大倍率は１倍となる。従来
の変位拡大装置では、傾斜角４５度の拡大プレートを二段用いても拡大変位は１倍のまま
である。一方本発明では、二つの拡大プレートの拡大変位が足されて変位拡大装置の出力
軸に伝えられるので、１＋１倍となって２倍の拡大変位を得ることができる。つまり、従
来の変位拡大装置では変位拡大機構を二段にした場合、その二つの変位拡大倍率をかけ算
した値が変位拡大装置の出力軸に拡大された変位として出力されるが、本発明では変位拡
大倍率は足し算した値となり、変位拡大装置の出力軸に拡大された変位が出力されること
になる。
【００１１】
　このことは、特に拡大倍率４倍以下の時に大きな意味を持ってくる。例えば、傾斜角４
５度の時、前述したように従来の変位拡大装置（二段の変位拡大機構）では拡大倍率１倍
となり、本発明では２倍となる。ここで、従来の変位拡大装置が２倍の拡大変位を得るた
めには、拡大プレートの傾斜角を二段とも３５．２度にする必要があり、本発明に対し二
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段とも傾斜角が９．８度浅くなる。このことにより、つまり、従来の変位拡大装置では拡
大プレートの傾斜角が浅くなることにより、前述のように拡大プレートのくさび効果によ
る食い込みによる動作不良や、拡大プレートところの弾性変形量増大による変位のロスが
生じ易くなる。本発明では拡大プレートおよび押込プレートの傾斜角を大きく設定できる
ので、拡大プレートのくさび効果による食い込みによる動作不良や、拡大プレートところ
の弾性変形量増大による変位のロスの発生を抑制することができる。また本発明では、一
段の変位拡大機構でありながら大きな変位拡大倍率を達成できるので、二段にした場合の
前述の剛性や精度の面からの変位のロスの発生を抑制することもできる。
【００１２】
　本発明に係る変位拡大装置（押込プレートの二つの傾斜面が左右対称の場合）と従来の
変位拡大装置（変位拡大機構が同角二段の場合）とについて、拡大プレートの傾斜面の傾
斜角と変位の拡大倍率との関係を示すと、図２のようになる。図２に示すように、とくに
拡大倍率４倍以下において、本発明と従来の変位拡大装置を同じ拡大倍率で比較すると、
本発明の傾斜角の方が大きくなり、上記のような拡大プレートのくさび効果による食い込
みによる動作不良や、拡大プレートところの弾性変形量増大による変位のロスが生じ易く
なることを容易に防止できることが分かる。
【００１３】
　例えば、後述の如く変位発生手段として圧電アクチュエータを、変位拡大装置の高剛性
用途に用いる場合、拡大倍率よりも剛性を最優先に考えることが多いので、実際には４倍
以下の拡大倍率とすることが多い。このような場合、本発明に係る変位拡大装置は、従来
装置に比べ、必要な拡大倍率を確保しつつ要求される剛性を達成できる、高剛性用途の変
位拡大装置として好適なものとなる。
【００１４】
　さらに図２から分かるように、本発明においては、二つの拡大プレートの傾斜角が６３
．５度において拡大倍率が１倍となる。つまり、６３．５度～４５度という傾斜角は、従
来の変位拡大装置ではくさび効果により変位は縮小されるが、本発明では変位拡大可能と
なっている。このため、「くさび効果により大きな力を発生させ」、かつ、「変位量を増
大させる」という相反する動作が可能であり、剛性、拡大効率の面において有利であるこ
とが分かる。剛性が高いことにより、耐振動性能に関しても非常に優れ、保持力にも優れ
ることになる。
【００１５】
　さらに本発明に係る変位拡大装置の動作原理について言えば、本発明における押込プレ
ートの二つの傾斜面には常に、変位発生手段の出力軸方向の力がそれぞれの傾斜面に働い
ている。しかし、それぞれの傾斜面は交差するので力の方向は反対であり、それぞれの力
は相殺され押込プレートは安定した状態に保たれている。また、この押込プレートは、変
位拡大装置の出力軸方向に移動可能（例えば、摺動可能）となっているが、この動作は通
常0.01μｍ～0.1μｍ程度と非常に小さいので、上記押込プレートの安定した状態に影響
をきたすことはない。
【００１６】
　また、本発明に係る変位拡大装置においては、従来装置に比べ、左右対称機構および左
右対称動作ではないので、左右の部品の精度および組み立て不良による変位のロスが生じ
ることなく、変位が確実に伝達される。換言すれば、製作や組立にそれほど高い精度を要
求することなく所望の変位拡大動作が適切に行われることになり、製作や組立が容易化さ
れることになる。
【００１７】
　このように優れた機能を有する本発明に係る変位拡大装置においては、上記押込プレー
トの第１、第２の傾斜面が左右対称に形成されている構造とすることもできるし、上述の
如く固定拡大プレートと可動拡大プレートは左右対称機構および左右対称動作ではないの
で、押込プレートの第１、第２の傾斜面が左右非対称に形成されている構造とすることも
できる。左右非対称に形成されても、固定拡大プレートと可動拡大プレートは互いに別個
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の機能を発揮できさえすればよいので、何ら支障はない。また、変位発生手段からの変位
を押込プレートに円滑に伝達するために、変位発生手段は、その中心線が、押込プレート
の互いに交差する第１、第２の傾斜面の交点を通るように配置されることが好ましい。押
込プレートは、変位拡大装置の出力軸方向に移動されるが、この移動量は前述の如く微小
であるので、押込プレートが移動しても上記好ましい位置関係は実質的に崩れない。
【００１８】
　変位拡大機構の各部の円滑な動作、および各部間の円滑な相対移動動作を確保するため
に、例えば図１に示したように、上記変位発生手段と上記押込プレートとの間、上記押込
プレートと上記固定拡大プレートとの間、上記押込プレートと上記可動拡大プレートとの
間の少なくともいずれかに、望ましくはこれらの全ての部位に、両者間を相対移動可能に
係合させる転動体が介装されていることが好ましい。さらに、可動拡大プレートと出力軸
との間に、同様の転動体を介装することもできる。転動体としては、円筒状のころボール
状のころのいずれも使用できる。
【００１９】
　また、上述の如く、本発明に係る変位拡大装置は、とくに拡大倍率が４倍以下の領域で
従来装置（変位拡大機構が同角二段のもの）に対して有意差を発揮できるが、図２に示し
たように、拡大倍率４倍以上の領域においても、問題なく所望の拡大倍率に設定すること
ができる。この拡大倍率４倍以上の領域においては、図２から明らかなように、拡大倍率
を変更する場合の押込プレートの傾斜面の角度変化が従来装置に比べ少なくて済むことか
ら、目標とする拡大倍率が定まれば、その拡大倍率を得るための押込プレートの傾斜面の
角度設定が容易になり、多少設定角度がずれても得られる拡大倍率の誤差は少なくて済む
。この面からは、拡大倍率４倍以上の領域においては、本発明に係る変位拡大装置は、従
来装置よりも製作が容易であり、製作誤差や組立誤差の許容度合が大きいと言える。した
がって、この拡大倍率４倍以上の領域まで含めると、本発明に係る変位拡大装置における
押込プレートの第１、第２の傾斜面の、上記変位発生手段による変位の入力方向と直交す
る方向に対する傾斜角としては、１０～６３度の範囲内に設定されていることが好ましい
ことが図２から読み取れる。
【００２０】
　また、本発明に係る変位拡大装置においては、装置内で遊びを生じることなく変位拡大
動作のための変位伝達が行われるために、上記出力軸が、上記可動拡大プレート側に向け
て付勢されていることが好ましい。付勢手段としてはとくに限定されず、コイルスプリン
グや板ばね等のばね手段の他、エアシリンダ等のシリンダ手段を使用できる。
【００２１】
　本発明に係る変位拡大装置における変位発生手段としてはとくに限定されず、例えば、
圧電素子の伸縮を変位として出力可能な圧電アクチュエータや、磁歪素子の伸縮を変位と
して出力可能な磁歪アクチュエータを好適に使用できる。
【発明の効果】
【００２２】
　このように、本発明に係る変位拡大装置によれば、拡大プレートの傾斜角を大きくする
ことができるので、拡大プレートが円滑に動作することが可能にある。さらに、押込プレ
ート、拡大プレート、転動体の弾性変形を減らすことができるので、変位量のロスを低減
し、かつ、剛性を高めることができる。
【００２３】
　また、左右対称構造となっていないので、左右の部品の精度および組立不良による変位
のロスを生じさせることなく、変位を確実に伝達することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２４】
　以下に、本発明の望ましい実施の形態を、図面を参照しながら具体的に説明する。
　図３は、本発明の一実施態様に係る変位拡大装置を示しており、その基本構成は、前述
の動作原理の説明で使用した図１の装置と同じである。したがって、図１に付したのと同
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一の符号を図３にも付してある。この変位拡大装置１における動作では、ベース板２とア
クチュエータホルダ１５で固定された変位発生手段としての圧電アクチュエータ３の出力
軸の変位出力は、転動体としての円筒ころ４を介して第１、第２の二つの傾斜面５、６を
持ち変位拡大装置の出力軸方向に摺動自在となっている押込プレート７に伝えられる。そ
の変位は、二つの傾斜面５、６に円筒ころ１０、１１を介して自身の傾斜面８、９が当接
している二つの拡大プレート１２、１３（固定拡大プレート１２、可動拡大プレート１３
）に伝えられ、出力軸１４側の拡大プレート１３は、押込プレート７と拡大プレート１２
の傾斜面による拡大倍率と押込プレート７と拡大プレート１３の傾斜面による拡大倍率と
の和の拡大倍率をもって、前述の動作原理により出力軸方向に変位される。この時、固定
拡大プレート１２は、ねじ１６によりベース板２に固定されており、かつ、ストッパプレ
ート１７、１８に対し固定されたままであり、所定の拡大倍率で変位される拡大プレート
１３の変位方向は、円筒ころ１９を介してのストッパプレート１８による案内により、上
記出力軸方向に維持される。またこの時、反出力軸側の固定拡大プレート１２は本来なら
押込プレート７と拡大プレート１２の傾斜角により変位拡大動作しようとするのであるが
、上記の如く固定されているので、その反力により摺動自在な押込プレート７が変位拡大
装置１の出力軸方向にその拡大動作をすることになる。その拡大動作が、可動拡大プレー
ト１３をさらに出力軸方向に動作させ、結果として拡大プレート１２、１３の二つ分の拡
大変位が変位拡大装置１の出力軸１４に出力される。
【００２５】
　また、円筒ころを用いた各部材支持構造には３点支持構造が適用されており、例えば可
動拡大プレート１３は、２つの円筒ころ１１と１つの円筒ころ１９によって３点支持され
ている。このような３点支持構造を採用することにより、全ての円筒ころ１１、１９が確
実に（非接触のころが生じることなく）拡大プレート１３に接触するので、拡大プレート
１３は安定して所定の姿勢に保たれながら、所定の方向（出力軸方向）に円滑に移動され
る。
【００２６】
　出力軸１４に対しては、リニアブッシュ２０が設置されていて、拡大変位を確実に所定
の一方向に出力させることができるようになっている。さらに、出力軸１４は、付勢手段
としての圧縮ばね２１により変位拡大装置の反出力方向へ予圧がかけられており、該予圧
により、出力軸１４と可動拡大プレート１３との間、さらにはアクチュエータ３の出力端
に至るまでの変位伝達経路全体にわたって、遊びなく係合できるようになっている。した
がって、可動拡大プレート１３の拡大された変位は、確実にかつ精度良く出力軸１４の変
位として出力される。
【００２７】
　なお、本発明に係る変位拡大装置の具体的な構造としては、図１、図３に示した構造以
外、種々の変更が可能である。例えば図４に示すような形態をとることも可能である。図
４に示す変位拡大装置３１においては、変位発生手段３２（例えば、圧電アクチュエータ
）の出力変位が円筒ころ３３、３４を介して固定拡大プレート３５と可動拡大プレート３
６に伝達され、さらに固定拡大プレート３５と可動拡大プレート３６に伝達された荷重が
円筒ころ３７、３８を介して第１の傾斜面３９、第２の傾斜面４０を有する押込プレート
４１に伝達される。押込プレート４１は、円筒ころ４２を介してストッパプレート４３に
沿って出力軸方向に摺動される。押込プレート４１と固定拡大プレート３５との間の傾斜
面間、および押込プレート４１と可動拡大プレート３６との間の傾斜面間で、荷重、変位
の伝達が行われ変位が拡大されようとするが、固定拡大プレート３５は出力軸方向に対し
ては円筒ころ４４を介してストッパプレート４５によって固定されているので、結局、両
傾斜面間での拡大倍率の和の変位拡大倍率で、可動拡大プレート３６が出力軸方向に変位
されることになる。この拡大された変位が、付勢手段としての圧縮ばね４６によって常時
反出力方向に付勢されている出力軸４７の変位として出力される。
【００２８】
　この構成例のように、交差する二つの傾斜面を持つ押込プレートが存在し、その二つの
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面に例えば円筒ころを介して当接している二つの拡大プレートがあり、変位拡大装置の反
出力軸方向の拡大プレートは変位拡大装置の出力軸方向には動作不能になっていて（出力
軸方向には固定されていて）、押込プレートはその反力を受け変位拡大装置の出力軸方向
へ摺動可能な押込プレートとなっていて、二つの拡大プレートの拡大変位を合成し変位拡
大装置の出力軸に出力可能な構成であれば、前述の構成例に必ずしも限定されるものでは
なく、図４に示したように押込プレートと拡大プレートのお互いの位置関係が変わってい
てもかまわない。
【００２９】
　図５に、図１、図３に示した実施形態による変位出力特性の例を示す。正弦波100Hzに
おいて発生された圧電アクチュエータの変位に対し、本発明に係る変位拡大装置によって
5.6倍に拡大され、拡大された変位が、ばらつくこと無く高精度で得られていることが分
かる。つまり、圧電アクチュエータの変位データに5.6をかけて得られた破線で示す演算
変位と、実線で示す本発明に係る変位拡大装置の出力軸の実際に得られた変位とは、ほぼ
完全に一致した。このことは、本実施形態により、変位拡大がリニアに確実に行われてい
るを示している。
【００３０】
　なお、上記拡大変位量の測定（図５）は、日本エー・ディー・イー株式会社、静電容量
型変位計「マイクロセンス３４０１ＨＲ－０１」を用いて行った。
【産業上の利用可能性】
【００３１】
　本発明に係る変位拡大装置は、重いワークを高速動作させる用途や、加工機の送り機構
などの高剛性が必要な用途に特に好適に適用できる。また、アクチュエータに対しリニア
に変位拡大を行なう必要がある用途にも適用できる。
【図面の簡単な説明】
【００３２】
【図１】本発明における変位拡大原理を説明するための一実施形態に係る変位拡大装置の
概略構成図である。
【図２】本発明装置と従来装置の比較のための拡大プレートの角度と拡大倍率との関係図
である。
【図３】本発明の一実施態様に係る変位拡大装置の概略構成図である。
【図４】本発明の別の実施態様に係る変位拡大装置の概略構成図である。
【図５】本発明の変位拡大装置によって得られた拡大変位特性図である。
【符号の説明】
【００３３】
１、３１　変位拡大装置
２　ベース板
３、３２　変位発生手段（圧電アクチュエータ）
４、１０、１１、１９、３３、３４、３７、３８、４２、４４　円筒ころ
５、３９　第１の傾斜面
６、４０　第２の傾斜面
７、４１　押込プレート
８、９　傾斜面
１２、３５　固定拡大プレート
１３、３６　可動拡大プレート
１４、４７　出力軸
１５　アクチュエータホルダ
１６　ねじ
１７、１８、４３、４５　ストッパプレート
２０　リニアブッシュ
２１、４６　付勢手段としての圧縮ばね
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